
平成 １７年３月期    中間決算短信(連結）

登録銘柄
本社所在都道府県 東京都

ＴＥＬ(03)3546－7710

無

１．１６年９月中間期の連結業績(平成16年4月1日～平成 16年9月30日）
（１）連結経営成績 (注)記載金額は､百万円未満を切り捨てて表示しております｡

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
( ) ( ) ( )
( ) ( ) ( )
( ) ( ) ( )

百万円 ％ 円 銭 円 銭
( )
( )
( )

(注） ①持分法投資損益 16年9月中間期 15年9月中間期 16年3月期
②期中平均株式数(連結） 16年9月中間期 15年9月中間期 16年3月期
③会計処理の方法の変更 無
④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は､対前年中間期増減率

（２） 連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円 銭

(注） 期末発行済株式数(連結） 16年9月中間期 15年9月中間期 16年3月期

（３）連結キャッシュ・フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円

（４） 連結範囲及び持分法の適用に関する事項
８社 ０社 １社

（５） 連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結 (新規） ０社 (除外） ０社 持分法(新規） ０社 (除外） ０社

２．１７年３月期の連結業績予想(平成16年4月1日～平成17年3月31日）

百万円 百万円 百万円

(参考）1株当たり予想当期純利益(通期）

１ ５ 年 ９ 月 中 間 期

１ ５ 年 ９ 月 中 間 期

代 表 者 役 職 名 代 表 取 締 役 社 長
氏 名 小 林 厚 一

345.4 

―

478.7685.1
253

1,908

潜 在 株 式 調 整 後

96円

43,278

767 

9,701

2,215

7,949,400株7,948,767株

持分法適用関連会社数

当 期 純 利 益

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づく予想であり、将来の業績に影響を与え
る不確実な要因が含まれております。従いまして、実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる可能性
があることをご承知おきください。なお、業績予想につきましては添付資料の６ページをご参照ください。

1 株 当 た り 中 間 ( 当 期 ） 純 利 益

203

1 株 当 た り 中 間

19,781

― ― 
5百万円

60銭

１ ５ 年 ９ 月 中 間 期

決 算 取 締 役 会 開 催 日
米国会計基準採用の有無

１ ６ 年 ９ 月 中 間 期

売 上 高

21,569 9.0 

平成16年11月24日

10,291△ 79
8,925△ 177

△ 501

平成16年11月24日
株 式 会 社 ム サ シ

羽 鳥 雅 孝

7521

氏 名
代表取締役専務取締役

（ＵＲＬ　http://www.musashinet.co.jp）

会 社 名

問い合わせ先

コ ー ド 番 号

責任者役職名

通 期

１ ６ 年 ３ 月 期 35,147

連結子会 社数

2,140１ ６ 年 ３ 月 期

売 上 高

１ ６ 年 ９ 月 中 間 期

571
6

42,896 

927

6
282

経 常 利 益

持分法適用非連結子会社数

764
△ 258

51
109

―

―

１ ６ 年 ３ 月 期

１ ５ 年 ９ 月 中 間 期

１ ６ 年 ３ 月 期 910

34,546
32,845

総 資 産

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

１ ６ 年 ９ 月 中 間 期

１ ６ 年 ９ 月 中 間 期

経 常 利 益

96

( 当 期 ） 純 利 益

― 

営 業 利 益

1,043

1,811

1,131

― 71

△ 1.1

4.5

412.2 

―

―

7,949,400株

2,347

― 

１株当たり株主資本

2,396

― 

△0百万円
26
42

9353.6
1655.1

株 主 資 本 株 主 資 本 比 率

19,043

26百万円

キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
現金及び現金同等物

17,615

財 務 活 動 に よ る
キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
営 業 活 動 に よ る 投 資 活 動 に よ る

1,583 

92
7,949,400株

53.2

キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

18,706
7,947,500株

期 末 残 高

7,949,400株
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1．企業集団の状況

武蔵興産㈱

㈱武蔵エンタープライズ

(注） 無印 連結子会社
※1 関連会社で持分法適用会社
※2 ㈱ﾚﾐﾝﾄﾝﾏｲｸﾛは平成16年9月30日に㈱ｼﾞｪｲ･ｱｲ･ｴﾑより同社大阪支社の営業を譲

り受け、平成16年10月1日をもって商号をﾑｻｼ･ｱｲ･ﾃｸﾉ㈱と変更しております。

主 要 な 会 社

不動産の賃貸業・リース業・損害保険代理業その他

情報・印刷・産業システム機材

金融汎用・選挙システム機材

紙・紙加工品

当社グループは、株式会社ムサシ（当社）及び子会社8社、関連会社１社により構成されており、情報・印刷・産業シ
ステム機材、金融汎用・選挙システム機材及び紙・紙加工品の販売を行っております。事業内容と事業の種類別セグ
メントの事業区分は同一であり、当社と関係会社の事業区分に係る位置づけ並びに事業の種類別セグメントとの関連
は次のとおりであります。

当社

電子メディア・マイクロフィルム総合システムの機
器・材料・情報処理サービスと保守

印刷システム・ＩＰＳ（名刺・ハガキ印刷）システム・
産業用検査の機器・材料と保守

当社
エフ・ビー・エム㈱
㈱ムサシ・エービーシー
㈱ムサシ・ユニシステム
㈱レミントンマイクロ　（※２）
㈱国際マイクロフォト研究所
㈱ジェイ・アイ・エム

貨幣処理・選挙・セキュリティシステムの機器及び
関連機材と保守

印刷・出版・情報・事務用紙、紙器用板紙、特殊
紙、紙加工品

区 分

当社
武蔵エンジニアリング㈱

主 要 取 扱 品 目

当

社

武 蔵 エ ン ジ ニ ア リ ン グ ㈱
（ 金 融 汎 用 ・ 選 挙 シ ス テ ム 機 材 ）

エ フ ・ ビ ー ・ エ ム ㈱
（ 情 報 ・ 印 刷 ・ 産 業 シ ス テ ム 機 材 ）

㈱ ム サ シ ・ ユ ニ シ ス テ ム
（ 情 報 ・ 印 刷 ・ 産 業 シ ス テ ム 機 材 ）

㈱ ム サ シ ・ エ ー ビ ー シ ー
（ 情 報 ・ 印 刷 ・ 産 業 シ ス テ ム 機 材 ）

※ 1 ㈱ ジ ェ イ ・ ア イ ・ エ ム
（ 情 報 ・ 印 刷 ・ 産 業 シ ス テ ム 機 材 ）

（ 金 融 汎 用 ・ 選 挙 シ ス テ ム 機 材 ）

武 蔵 興 産 ㈱
（ 不 動 産 の 賃 貸 業 ）

㈱ 武 蔵 エ ン タ ー プ ラ イ ズ
（ リ ー ス 業 ･ 損 害 保 険 代 理 業 ）

製品販売

商品販売

材料販売

情報処理作業

車両リース

不動産賃貸

一 般 ユ ー ザ ー

※ ２ ㈱ レ ミ ン ト ン マ イ ク ロ
（ 情 報 ・ 印 刷 ・ 産 業 シ ス テ ム 機 材 ）

㈱ 国 際 ﾏ ｲ ｸ ﾛ ﾌ ｫ ﾄ 研 究 所
（ 情 報 ・ 印 刷 ・ 産 業 シ ス テ ム 機 材 ）

－2－



2．経営方針

１．経営の基本方針

２．利益の配分に関する基本方針

３．中長期的な会社の経営戦略

４．会社の対処すべき課題

５．業績の変動要因について

　当社グループは、各社の特徴や強みを活かしたグループ経営により既存事業の強化を
図るとともに､その周辺分野における新規事業領域の確立と自社開発商品･サービスの拡
充に積極的に取り組み、常に安定した業績を確保できる体制の確立を目指してまいりま
す｡

当社グループは､企業体質の強化と将来の事業展開のため内部留保の充実を図ると同時
に、業績の成果に応じた利益還元に努めることを基本方針としております。この方針に
基づき、当中間期の業績に鑑み､中間配当金を２円増配し１０円（普通配当８円､特別配
当２円）といたしました。

　当社グループは､グループ一体としてのシステム構築力や提案力の強化を図る一方､新
商品の開発や新規事業の開拓に注力し、収益力の向上と事業領域の拡大に積極的に取り
組んでまいります。

　情報システム機材では、電子自治体のさらなる進展に加え､e-文書法の施行により民
間企業においても情報の電子化需要が見込まれるため、これら業務のアウトソーシング
事業を積極的に推進してまいります。また､同事業をグループの重点事業と捉え、関連
子会社との連携を一層強化し事業の拡大を図ってまいります。

　印刷･産業システム機材では、印刷工程におけるフルデジタル化の推進と市場ニーズ
に対応し、ＣＴＰシステムのさらなる拡販を図るとともに、ＰＯＤ関連システムの販売
にも注力し事業の拡大を図ってまいります。

　金融汎用システム機材では、新紙幣発行に伴う貨幣処理機器の改造や更新を進めると
ともに、引き続き市場ニーズに対応する新製品の開発を強化してまいります。また、金
融機関以外の新規市場の開拓にも積極的に取り組んでまいります｡

　選挙システム機材では、期日前投票制度や市町村合併など、制度改正や環境変化に伴
う市場ニーズに即応した投票･開票事務の効率化を図るシステム機器・ソフトの開発と
選挙業務を総合的にサポートする各種サービスの提供に取り組んでまいります。

　当社グループで製造販売している選挙システム機材につきましては、国政選挙、統一
地方選挙など全国レベルの選挙が実施されると需要が一時的に増加し、当社の業績に影
響を与える場合があります｡

　紙・紙加工品では、ユーザーニーズに対応した商品の開発と、付加価値の高い特殊
紙・再生素材・紙加工品等の販売を強化し、収益率の向上を図ってまいります。

　当社グループは､情報デジタル化のアウトソーシング事業をグループの中核事業として
推進するため､関連子会社の生産性向上とともに､各社の強みを活かしたグループ内の効
率化を図ってまいります｡
　また､金融汎用･選挙システム機材分野では、市場の需要動向に合致した商品開発を積
極的に進め､既存市場の拡大と新規市場の開拓に取り組んでまいります｡さらに､他の事業
分野においては付加価値の高い商品やシステムの開発･提供により収益性を高めていく所
存であります｡
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3．経営成績及び財政状態

（１）経営成績

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

（情報･印刷･産業システム機材）

（金融汎用･選挙システム機材）

（紙･紙加工品）

（その他）

　当中間期のわが国経済は、米国や中国の景気拡大を受け輸出が総じて好調だったこと
に加え､設備投資や個人消費も堅調に推移したため､原油価格の高騰や雇用･年金問題など
先行きの不透明感はあるものの、景気は緩やかながら回復基調で推移いたしました。
　このような状況のもと当社グループでは、７月実施の参議院選挙向け機材販売と11月
の新紙幣発行に対応する紙幣処理機器の対策に取り組む一方、情報･印刷システム機材分
野においてはデジタル関連機材の拡販に注力いたしました。

　この結果､当中間期の連結売上高は215億69百万円（前年同期比9.0％増）、経常利益は
11億31百万円（前年同期比345.4％増）、中間純利益は5億71百万円（前年同期は51百万
円）となりました。

　印刷システム機材は、印刷工程のデジタル化の進展によりＣＴＰなどのデジタル印刷
機材の販売が伸長しました。また、ＩＰＳシステム機材の販売もほぼ順調に推移しまし
た。

　以上の結果、売上高は132億66百万円（前年同期比2.0％増）、営業利益は56百万円
（前年同期は営業損失52百万円）となりました。

　情報･産業システム機材は、手形･小切手用スキャナーなどの金融機関向け画像処理機
器の販売が落ち込んだことと、マイクロフィルム関連機材の販売が減少しました。

　紙･紙加工品は、包装用紙の販売は伸長したものの、主力である塗工印刷用紙の販売が
減少したことに加え販売管理費の増加もあり、売上高は37億70百万円（前年同期比3.1％
減）、営業利益は31百万円（前年同期比59.2％減）となりました。

　金融汎用システム機材は、新紙幣に対応する紙幣処理機器の改造･更新が金融機関向け
に順調に推移しました。
　海外営業分野は、欧州向け販売は落ち込んだものの、中近東･アフリカ向け輸出が伸長
しました｡

　選挙システム機材は、７月に参議院選挙が実施されたため､投票用紙読取分類機や投票
用紙自動交付機、期日前投票所向け機材の販売が伸長しました｡

　以上の結果、売上高は44億22百万円（前年同期比60.2％増）、営業利益は8億78百万円
（前年同期比855.7％増）となりました。

　その他のセグメントである不動産賃貸業、リース、損害保険代理業の売上高は2億21百
万円（前年同期比7.4％減）、営業利益は74百万円（前年同期比13.0％減）となりまし
た。

＊当中間連結会計期間より事業の種類別セグメントを変更したため、前年同期との比較
数値は変更後のセグメントによっております。
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（２）財政状態
①当中間連結会計期間のキャッシュ・フローの状況

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

②キャッシュ・フロー指標のトレンド

(注) 自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

　　　　　　（中間期は営業キャッシュ・フロー×２）

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

* 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。

* 株式時価総額は､中間期末（期末）株価終値×中間期末（期末）発行済株式総数(自

己株式控除後）により算出しております。

* 営業キャッシュ・フローは中間連結（連結）キャッシュ・フロー計算書の営業活動

によるキャッシュ・フローを使用しております。

有利子負債は、中間連結（連結）貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支

払っているすべての負債を対象としております。

また、利払いについては、中間連結（連結）キャッシュ・フロー計算書の利息支払

額を使用しております。

インタレスト・カバレッジ・レシオ(倍) 52.0 35.4 52.7
債務償還年数（年） 1.5 2.0 1.3

53.6 53.2
時価ベースの自己資本比率（％） 22.1 30.0 28.7
自己資本比率（％）

　投資活動の結果使用した資金は２億58百万円（前年同期は２億82百万円の獲得）とな
りました。
　これは、定期預金の払戻しにより１億円の収入はありましたが、固定資産の取得によ
る支出１億22百万円、営業譲受けによる支出１億50百万円、その他の投資活動による支
出91百万円等により発生したものであります。

　財務活動の結果使用した資金は79百万円（前年同期比97百万円減）となりました。
　これは、借入金の純増による収入23百万円と、配当金の支払いによる支出95百万円に
より発生したものであります。

55.1

１ ６ 年 ９ 月 期 １ ５ 年 ９ 月 期 １ ６ 年 ３ 月 期

　当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金
等調整前中間純利益が11億21百万円（前年同期比398.6%増）と大きく増加したことに加
え、売上債権の減少10億76百万円等の収入があり、仕入債務の減少７億円、法人税等の
支払額６億35百万円等の支出を相殺し、当中間連結会計期間末には102億91百万円とな
り、前中間連結会計期間末に比べ13億66百万円の増加（前年同期比15.3％増）となりま
した。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおり
であります。

　営業活動の結果得られた資金は９億27百万円（前年同期比１億63百万円増）となりま
した。
　これは、税金等調整前中間純利益11億21百万円、減価償却費２億36百万円、売上債権
の減少10億76百万円等の収入要因に対し、仕入債務の減少７億円、法人税等の支払額６
億35百万円等の支出要因が発生したことによるものであります。
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（３）通期の見通し

　通期の連結業績見通しにつきましては、売上高428億96百万円(前期比0.9％減)、経常
利益15億83百万円(前期比17％減)、当期純利益7億67百万円(前期比15.7％減)を見込んで
おります。

　当社グループでは、金融汎用システム機材につきまして、新紙幣に対応した貨幣処理
機器の販売や紙幣識別装置の改造需要が流通市場等に向け引き続き見込まれます。情報
システム機材につきましては、関連子会社の体制が整い、グループ力による情報のデジ
タル化業務のアウトソーシング事業を全国規模で積極的に推進してまいります。
　また、印刷システム機材につきましては、デジタル化の進展に対応した機材の販売強
化を図り、紙･紙加工品につきましては付加価値の高い特殊紙や紙加工品の販売に注力い
たします｡
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４.中 間 連 結 財 務 諸 表 等

（１）中間連結貸借対照表

 （単位：百万円、百万円未満切捨て）

        期　　別

  科    目 構成比 構成比 構成比

% % %

Ⅰ．流  動  資  産

 1. 現 金 及 び 預 金 10,305 9,814 490 8,938

 2. 受取手形及び売掛金 8,429 9,505 △ 1,076 8,149

 3. た な 卸 資 産 2,013 2,058 △ 44 2,158

 4. 繰 延 税 金 資 産 349 335 13 260

 5. そ の 他 211 233 △ 21 210

貸 倒 引 当 金 △ 28 △ 33 4 △ 28

  流  動  資  産  合  計 21,280 61.6 21,914 62.4 △ 634 19,689 59.9

Ⅱ．固  定  資  産

 1. 有 形 固 定 資 産 *1

(1) 建 物 及 び 構 築 物 *3 1,634 1,683 △ 48 1,751

(2) 土 地 *3 2,689 2,689 ― 2,799

(3) そ の 他 674 631 42 579

有 形 固 定 資 産 計 4,999 5,004 △ 5 5,130

 2. 無 形 固 定 資 産

(1) 連 結 調 整 勘 定 212 256 △ 44 300

(2) そ の 他 543 470 73 521

無 形 固 定 資 産 計 756 727 29 822

 3. 投資その他の資産

(1) 投 資 有 価 証 券 2,395 2,534 △ 138 2,035

(2) 繰 延 税 金 資 産 248 189 59 429

(3) 差 入 保 証 金 4,463 4,373 90 4,286

(4) そ の 他 499 506 △ 6 570

貸 倒 引 当 金 △ 96 △ 103 6 △ 118

投資その他の資産計 7,510 7,500 10 7,203

固 定 資 産 合 計 13,266 38.4 13,232 37.6 33 13,156 40.1

34,546 100.0 35,147 100.0 △ 600 32,845 100.0資 産 合 計

（ 資  産  の  部 ）

金 額

前中間連結会計期間末

（平成15年9月30日現在）

増減

（△は減）

金 額 金 額金 額

当中間連結会計期間末

（平成16年9月30日現在）

前連結会計年度の要約
連結貸借対照表

（平成16年3月31日現在）
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 （単位：百万円、百万円未満切捨て）

        期　　別

  科    目 構成比 構成比 構成比

% % %

Ⅰ． 流 動 負 債

 1. 支払手形及び買掛金 9,723 10,428 △ 704 9,736

 2. 短 期 借 入 金 2,676 2,637 39 2,914

 3. 未 払 法 人 税 等 588 667 △ 78 125

 4. 繰 延 税 金 負 債 0 0 △ 0 0

 5. 賞 与 引 当 金 438 440 △ 1 429

 6. そ の 他 *2 717 865 △ 148 555

流 動 負 債 合 計 14,144 41.0 15,039 42.8 △ 894 13,761 41.9

Ⅱ. 固 定 負 債

 1. 長 期 借 入 金 170 186 △ 16 202

 2. 繰 延 税 金 負 債 1 0 0 ―

 3. 退 職 給 付 引 当 金 362 407 △ 44 437

 4. 役員退職慰労引当金 506 475 31 492

 5. そ の 他 318 332 △ 13 336

固 定 負 債 合 計 1,358 3.9 1,401 4.0 △ 42 1,468 4.5

負 債 合 計 15,503 44.9 16,440 46.8 △ 937 15,229 46.4

（少数株主持分）

少 数 株 主 持 分 ― ― ― ― ― ― ―

Ⅰ． 資 本 金 1,208 3.5 1,208 3.4 ― 1,208 3.7

Ⅱ． 資 本 剰 余 金 2,005 5.8 2,005 5.7 ― 2,005 6.1

Ⅲ． 利 益 剰 余 金 15,524 44.9 15,090 42.9 434 14,294 43.5

Ⅳ． その他有価証券評価差額金 307 0.9 403 1.2 △ 95 108 0.3

Ⅴ． 自 己 株 式 △ 2 △　0.0 △ 0 △　0.0 △ 2 △ 0 △　0.0

資 本 合 計 19,043 55.1 18,706 53.2 336 17,615 53.6

負債、少数株主持分及び資本合計 34,546 100.0 35,147 100.0 △ 600 32,845 100.0

金 額 金 額

増減

（△は減）（平成16年3月31日現在）

前中間連結会計期間末

（平成15年9月30日現在）

（ 資  本  の  部 ）

金 額

（ 負  債  の  部 ）

当中間連結会計期間末

（平成16年9月30日現在）

前連結会計年度の要約
連結貸借対照表

金 額
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（２）中間連結損益計算書
（単位：百万円、百万円未満切捨て）

          期　　別

  科    目 百分比 百分比 百分比

% % %

Ⅰ．売      上      高 21,569 100.0 19,781 100.0 1,788 43,278 100.0

Ⅱ．売   上    原   価 16,803 77.9 15,816 80.0 987 33,962 78.5

売 上 総 利 益 4,766 22.1 3,965 20.0 800 9,315 21.5

Ⅲ．販売費及び一般管理費 *1 3,723 17.3 3,761 19.0 △ 38 7,504 17.3

営 業 利 益 1,043 4.8 203 1.0 839 1,811 4.2

Ⅳ．営  業  外  収  益

 1.受 取 利 息 34 32 1 66

 2.受 取 配 当 金 19 9 10 15

 3.受 取 家 賃 19 20 △ 1 41

 4.持分法による投資利益 26 ― 26 5

 5.そ の 他 21 122 0.6 33 95 0.5 △ 11 50 179 0.4

Ⅴ．営  業  外  費  用

 1.支 払 利 息 18 21 △ 3 41

 2.手 形 売 却 損 14 14 △ 0 29

 3.持分法による投資損失 ― 0 △ 0 ―

 4.そ の 他 1 34 0.2 7 45 0.2 △ 6 11 82 0.2

経 常 利 益 1,131 5.2 253 1.3 877 1,908 4.4

Ⅵ．特   別    利   益

1. 投資有価証券売却益 2 7 △ 4 8

2. 貸倒引当金戻入額 4 ― 4 ―

3. 償 却 債 権 取 立 益 ― 0 △ 0 0

4. そ の 他 ― 6 0.0 0 8 0.0 △ 0 0 9 0.0

Ⅶ．特   別    損   失

1. 商 品 処 分 損 ― ― ― 26

2. 固 定 資 産 除 却 損 9 6 3 14

3. 固 定 資 産 売 却 損 ― 1 △ 1 50

4. 投資有価証券評価損 6 ― 6 2

5. 投資有価証券売却損 ― 29 △ 29 29

6. 貸倒引当金繰入額 ― ― ― 44

7. そ の 他 ― 16 0.1 ― 37 0.2 ― 15 182 0.4

税金等調整前中間（当
期）純利益

1,121 5.2 225 1.1 896 1,735 4.0

法人税、住民税及び事業税 556 131 425 818

法 人 税 等 調 整 額 △ 6 550 2.5 42 173 0.9 △ 49 6 825 1.9

中間（当期）純利益 571 2.7 51 0.3 520 910 2.1

金 額

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間
前連結会計年度の要約連結

損益計算書
増減

(△は減）

金 額 金 額 金 額

自　平成16年４月１日

至　平成16年９月30日

自　平成15年４月１日

至　平成15年９月30日

自　平成15年４月１日

至　平成16年３月31日
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（３）中間連結剰余金計算書

 （単位：百万円、百万円未満切捨て）

 期　　別

  科    目

Ⅰ． 2,005 2,005 ― 2,005

Ⅱ． 2,005 2,005 ― 2,005

Ⅰ． 15,090 14,334 756 14,334

Ⅱ．

 1.中間（当期）純利益 571 571 51 51 520 910 910

Ⅲ．

 1.配 当 金 95 63 31 127

 2.役 員 賞 与 42 27 14 27

（うち監査役賞与） (   5) 137 (   5) 91 ― (   5) 154

Ⅳ. 15,524 14,294 1,230 15,090

金 額

利 益 剰 余 金 中 間
期 末 （ 期 末 ） 残 高

（資本剰余金の部）

資 本 剰 余 金 中 間
期 末 （ 期 末 ） 残 高

（利益剰余金の部）

利益剰余金期首残高

資本剰余金期首残高

利 益 剰 余 金 増 加 高

利 益 剰 余 金 減 少 高

金 額

自　平成16年４月１日 自　平成15年４月１日

増 減

金 額

自　平成15年４月１日

当中間連結会計期間
前連結会計年度の
連結剰余金計算書

前中間連結会計期間

金 額

至　平成16年９月30日 至　平成15年９月30日 至　平成16年３月31日
(△は減）
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（４）中間連結キャッシュ・フロー計算書

 （単位：百万円、百万円未満切捨て）

       期　　別

  科    目

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー

1,121 225 896 1,735

236 220 16 472

44 44 ― 88

6 ― 6 2

固定資産評価損 ― ― ― 10

9 6 3 14

△ 4 13 △ 17 47

△ 1 △ 18 16 △ 7

△ 44 △ 45 0 △ 76

31 △ 41 72 △ 58

△ 54 △ 41 △ 12 △ 81

18 21 △ 3 41

△ 26 0 △ 27 △ 5

△ 0 1 △ 1 0

△ 2 22 △ 24 20

― 1 △ 1 50

― ― ― 2

△ 0 △ 1 1 3

1,076 1,902 △ 825 543

48 △ 145 193 △ 41

12 206 △ 194 183

△ 700 △ 1,526 825 △ 804

△ 51 △ 48 △ 3 37

△ 135 65 △ 201 187

△ 13 2 △ 15 0

△ 42 △ 27 △ 14 △ 27

小 計 1,526 838 688 2,339

54 41 12 81

△ 17 △ 21 3 △ 40

△ 635 △ 94 △ 541 △ 239

927 764 163 2,140

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー

― ― ― △ 100

100 ― 100 ―

△ 106 △ 66 △ 39 △ 188

4 4 △ 0 86

△ 16 △ 26 9 △ 43

△ 4 △ 177 173 △ 182

5 625 △ 620 634

営業譲受けによる支出 △ 150 ― △ 150 ―

― ― ― △ 1

0 1 △ 0 1

△ 91 △ 78 △ 13 △ 201

△ 258 282 △ 540 6

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー

39 △ 80 119 △ 357

△ 16 △ 25 9 △ 41

△ 2 ― △ 2 ―

△ 95 △ 63 △ 31 △ 127
財務活動におけるその他の支出収入、純額 △ 5 △ 7 2 24

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 79 △ 177 97 △ 501

Ⅳ． 0 △ 1 1 △ 0

Ⅴ． 590 868 △ 278 1,644

Ⅵ． 9,701 8,056 1,644 8,056

Ⅶ． 10,291 8,925 1,366 9,701

自己株の取得による支出

現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高

長期借入金の返済による支出

配当金の支払額

現金及び現金同等物に係る換算差額

現金及び現金同等物の増加額（減少：△）

有形固定資産の売却等による収入

無形固定資産の取得等による支出

投資有価証券の取得等による支出

現金及び現金同等物の期首残高

投資活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金増減額（減少：△）

投資有価証券の売却等による収入

貸付による支出

貸付金の回収による収入

その他の投資等の増加による支出収入､純額

法人税等の支払額

営業活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出

有形固定資産の取得等による支出

定期預金の払戻による収入

その他固定負債の増減額（減少：△）

役員賞与の支払額

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

その他流動資産の増減額（増加：△）

仕入債務の増減額（減少：△）

未払金の増減額（減少：△）

その他流動負債の増減額（減少：△）

投資有価証券売却損益（利益：△）

その他の非資金取引からの損益（利益：△

売上債権の増減額（増加：△）

たな卸資産の増減額（増加：△）

固定資産売却損益（利益：△）

その他投資損益（利益：△）

退職給付引当金の増減額（減少：△）

支払利息

持分法による投資損益（利益：△）

為替差損益（利益：△）

受取利息及び受取配当金

役員退職慰労引当金の増減額（減少：△）

固定資産除却損

貸倒引当金の増減額（減少：△）

賞与引当金の増減額（減少：△）

税金等調整前中間（当期）純利益

減価償却費

連結調整勘定償却額

投資有価証券評価損

当 中 間 連 結 会 計 期 間 前 中 間 連 結 会 計 期 間 前 連 結 会 計 年 度

自　平成16年４月１日 自　平成15年４月１日 自　平成15年４月１日

増 減

（△は減）

金 額 金 額 金 額金 額

至　平成16年９月30日 至　平成15年９月30日 至　平成16年３月31日
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＜中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項＞

1． 連結の範囲に関する事項

連結子会社数････ 8社

2． 持分法の適用に関する事項

3． 連結子会社の中間決算日等に関する事項

4. 会計処理基準に関する事項

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの･････中間決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。

時価のないもの･････移動平均法による原価法によっております。

②たな卸資産･･･主として先入先出法による原価法によっております。

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産･･定率法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物

機械装置及び運搬具

その他

②無形固定資産･･定額法

(3)重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金 

②賞与引当金 
従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため､一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

7年～15年

2年～15年

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(5年)
に基づく定額法を採用しております。

7年～50年

(評価差額は全部資本直入法により処理し､売却原価は主として移動平均
法により算定）

持分法適用の関連会社は㈱ジェイ・アイ・エム１社であり、持分法を適用していない関連会社はありませ
ん。

連結子会社は、武蔵エンジニアリング㈱、エフ・ビー・エム㈱、武蔵興産㈱、㈱武蔵エンタープライズ、
㈱ムサシ・エービーシー、㈱ムサシ・ユニシステム、㈱レミントンマイクロ、㈱国際マイクロフォト研究所であ
ります。

すべての連結子会社の中間期の末日は、中間連結決算日と一致しております。

なお、㈱レミントンマイクロは平成16年10月1日をもって商号をムサシ・アイ・テクノ㈱に変更しております。
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③退職給付引当金

④役員退職慰労引当金 

(4)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

(5)重要なリース取引の処理方法

(6)その他中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

５．中間連結ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ計算書(連結ｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ計算書)における資金の範囲

（追加情報）
当中間連結会計期間から、実務対応報告第12号「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算
書上の表示についての実務上の取扱い」（企業会計基準委員会（平成16年2月13日））に基づき、法人
事業税の付加価値割及び資本割（15,280千円）については、｢販売費及び一般管理費」に計上しており
ます。

中間連結ｷｬｼｭ･ﾌﾛｰ計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な預
金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月
以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし
て処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数(10年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理
することとしております。

消費税等の会計処理… 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見
込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しておりま
す。

当社及び武蔵エンジニアリング㈱は、役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、年間繰入
見積額を期間に基づき按分して計上しております。

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のﾌｧｲﾅﾝｽ･ﾘｰｽ取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
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＜注記事項＞

(中間連結貸借対照表関係）

*1.有形固定資産減価償却累計額 *1.有形固定資産減価償却累計額 *1.有形固定資産減価償却累計額

百万円 百万円 百万円

*2.消費税等の会計処理 *2.消費税等の会計処理 *2.消費税等の会計処理

*3. *3. *3.担保に供している資産

建物 百万円

土地 百万円

計 百万円

4. 受取手形割引高 4. 受取手形割引高 4. 受取手形割引高

百万円 百万円 百万円2,475

5,693

同 左

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末

(平成16年9月30日現在) (平成15年9月30日現在)

前連結会計年度

(平成16年3月31日現在)

5,6795,714

上記物件について、仕入債務の担
保に供しております。

1,320

654

666

同 左
未払消費税等は流動負債の「その
他」に含めて表示しております。

2,474 2,474
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（中間連結損益計算書関係）

*1. *1. *1.

運賃 百万円 運賃 百万円 運賃 百万円

給料 百万円 給料 百万円 給料 百万円

役員報酬 百万円 役員報酬 百万円 役員報酬 百万円

厚生費 百万円 厚生費 百万円 厚生費 百万円

賞与引当金繰入額 百万円 賞与引当金繰入額 百万円 賞与引当金繰入額 百万円

退職給付費用 百万円 退職給付費用 百万円 退職給付費用 百万円

百万円 百万円 百万円

旅費交通費 百万円 旅費交通費 百万円 旅費交通費 百万円

減価償却費 百万円 減価償却費 百万円 減価償却費 百万円

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

（平成16年9月30日現在） （平成15年9月30日現在） （平成16年3月31日現在）

現金及び預金 百万円 現金及び預金 百万円 現金及び預金 百万円

百万円 百万円 百万円

現金及び現金同等物 百万円 現金及び現金同等物 百万円 現金及び現金同等物 百万円

自　平成１５年４月 １ 日

前連結会計年度

至　平成１５年９月３０日

1,230

461

2,814

販売費及び一般管理費のうち主要
な費目と金額は以下のとおりであ
ります。

228

500

519278

役員退職慰労引当
金繰入額

422

467

4122

413

226

367

至　平成１６年３月３１日

180

147

186

292

至　平成１５年９月３０日

145

前連結会計年度

自　平成１５年４月 １ 日

現金及び現金同等物の期末残高と連
結貸借対照表に掲記されている科目
の金額との関係

預入期間が3ヶ月を
超える定期預金

自　平成１５年４月 １ 日

9,814

預入期間が3ヶ月を
超える定期預金 △ 113

412

216

210

役員退職慰労引当
金繰入額

10,305 8,938

前中間連結会計期間当中間連結会計期間

至　平成１６年９月３０日

240

240

役員退職慰労引当
金繰入額

1,205

△ 13

現金及び現金同等物の中間期末残高
と中間連結貸借対照表に掲記されて
いる科目の金額との関係

現金及び現金同等物の中間期末残高
と中間連結貸借対照表に掲記されて
いる科目の金額との関係

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間

自　平成１６年４月 １ 日

至　平成１６年９月３０日

31

8,925 9,701

自　平成１５年４月 １ 日自　平成１６年４月 １ 日

預入期間が3ヶ月を
超える定期預金 △ 13

10,291

227

販売費及び一般管理費のうち主要
な費目と金額は以下のとおりであ
ります。

販売費及び一般管理費のうち主要
な費目と金額は以下のとおりであ
ります。

至　平成１６年３月３１日

－15－



①セグメント情報
１．事業の種類別セグメント情報

当中間連結会計期間（自 平成16年4月1日 至 平成16年9月30日） （単位：百万円、百万円未満切捨て）

(1)
(2)

(

(

(

前中間連結会計期間（自 平成15年4月1日 至 平成15年9月30日） （単位：百万円、百万円未満切捨て）

(1)
(2)

(

(

(

前連結会計年度（自 平成15年4月1日 至 平成16年3月31日） （単位：百万円、百万円未満切捨て）

(1)
(2)

(

(

(

（注） １．事業区分の方法

事業は市場及び販売方法の類似性により区分しております。

２．各区分に属する主要な商品及び役務の名称

85 202 1 203営 業 利 益 △ 209 248

産業システム機
材

19,578営 業 費 用 12,414 3,311 3,813 153 19,693 115)

選挙システム機材

239 19,896 114) 19,781計 12,204 3,560 3,891

112 114 114) ―
セグメント間の内部売上高
又は振替高 0 ― 1

126 19,781 ― 19,781

売 上 高

外部顧客に対する売上高 12,204 3,560

連    結産業システム機
材

選挙システム機材 全 社

情 報 ・ 印 刷 ・ 金 融 汎 用 ・ 消 去 又 は
紙・紙加工品 そ の 他

そ の 他

事 業 区 分 主 要 な 商 品 及 び 役 務

108 110

21,680

営 業 費 用

金 融 汎 用 ・情 報 ・ 印 刷 ・

産業システム機
材

選挙システム機材
紙・紙加工品

営 業 利 益

―

計

1

13,266 4,422

13,209

売 上 高

外部顧客に対する売上高

セグメント間の内部売上高
又は振替高

― 

110)

4,422 3,770 112

消 去 又 は

全 社
連    結計

13,264

56 1,042

3,770 221

3,543 3,739 147 20,638

21,569

―

74

110)

111)

1

21,569

20,526

1,043

21,569

878 31

3,890

77

0

金 融 汎 用 ・
紙・紙加工品

計

消 去 又 は
そ の 他 計 連    結

全 社

255

情 報 ・ 印 刷 ・

43,278 ― 

売 上 高

外部顧客に対する売上高 25,697 9,312 43,278
セグメント間の内部売上高
又は振替高 0 ― 2 222 225 225) ―

8,012

計 25,698 9,312 8,014 478 43,504 225) 43,278

営 業 費 用 25,947 7,571 7,851 323 41,694 226) 41,467

営 業 利 益 △ 249 1,741 163 154 1,809 1 1,811

紙 ・ 紙 加 工 品 印刷・出版・情報・事務用紙、紙器用板紙、特殊紙、紙加工品

不動産の賃貸業・リース業・損害保険代理業そ の 他

電子メディア・マイクロフィルム総合システムの機器・材料・情報処
理サービスと保守
印刷システム・ＩＰＳ（名刺・ハガキ印刷）システム・産業用検査の
機器・材料と保守

情報・印刷・産業システム機材

貨幣処理・選挙・セキュリティシステムの機器及び関連機材と保守金融汎用・選挙システム機材
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３.会計処理基準等の変更

（当中間連結会計期間）

該当事項はありません。

（前中間連結会計期間）

該当事項はありません。

（前連結会計年度）

該当事項はありません。

４.セグメント間の主要取扱品目の異動

前中間連結会計期間（自 平成15年4月1日 至 平成15年9月30日） （単位：百万円、百万円未満切捨て）

(1)
(2)

(

(

(

前連結会計年度（自 平成15年4月1日 至 平成16年3月31日） （単位：百万円、百万円未満切捨て）

(1)
(2)

(

(

(

当中間連結会計期間より下記のとおり事業の種類別セグメントの取扱品目を一部変更して
おります。

セグメントの事業区分は市場及び販売方法の類似性により分類しておりますが､提出会社の
営業体制の改編に伴い見直しを進めましたところ、従来、IPSシステム機材は、自社開発商
品であることから主として自社開発商品を取扱う「金融汎用・選挙システム機材」セグメ
ントに含めておりましたが、当該商品の機能が印刷関連であることから「情報・印刷・産
業システム機材」セグメントに含めることといたしました。

また､同様の観点から電子メディア･マイクロフィルム関連機材の取扱品目の一部を、「金
融汎用・選挙システム機材」セグメントに含めておりましたが、他の電子メディア･マイク
ロフィルム関連機材と同様に「情報・印刷・産業システム機材」セグメントに含めること
といたしました。

この結果、変更後のセグメントによった場合の前中間連結会計期間の売上高は「情報・印
刷・産業システム機材」が７億99百万円増加するとともに、「金融汎用・選挙システム機
材」が同額減少し、営業利益は「情報・印刷・産業システム機材」が１億56百万円増加す
るとともに、「金融汎用・選挙システム機材」が同額減少しております。
同様に、前連結会計年度の売上高は「情報・印刷・産業システム機材」が14億51百万円増
加するとともに、「金融汎用・選挙システム機材」が同額減少し、営業利益は「情報・印
刷・産業システム機材」が２億68百万円増加するとともに、「金融汎用・選挙システム機
材」が同額減少しております。
なお、当中間連結会計期間において用いた事業区分の方法によった場合の前中間連結会計
期間及び前連結会計年度の事業の種類別セグメント情報は以下のとおりであります。

情 報 ・ 印 刷 ・ 金 融 汎 用 ・

連    結
消 去 又 は

全 社
紙・紙加工品 そ の 他 計産業システム機

材
選挙システム機材

126 19,781 ― 

売 上 高

外部顧客に対する売上高 13,003 2,761 19,781
セグメント間の内部売上高
又は振替高 0 ― 1 112 114 114) ―

3,890

計 13,004 2,761 3,891 239 19,896 114) 19,781

営 業 費 用 13,056 2,669 3,813 153 19,693 115) 19,578

営 業 利 益 △ 52 91 77 85 202 1 203

情 報 ・ 印 刷 ・ 金 融 汎 用 ・
紙・紙加工品産業システム機

材
選挙システム機材

消 去 又 は
そ の 他 計 連    結

全 社

外部顧客に対する売上高 27,149 7,861 8,012 255

売 上 高

43,278 ― 43,278
セグメント間の内部売上高
又は振替高 0 ― 2 222 225 225) ―

計 27,150 7,861 8,014 478 43,504 225) 43,278

営 業 費 用 27,130 6,388 7,851 323 41,694 226) 41,467

営 業 利 益 19 1,472 163 154 1,809 1 1,811
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２．所在地別セグメント情報

３．海外売上高
当中間連結会計期間（自平成16年4月1日　至平成16年9月30日）、前中間連結会計期間（自平
成15年4月1日　至平成15年9月30日）及び前連結会計年度（自平成15年4月1日　至平成16年3月
31日）
海外売上高は連結売上高の10%未満のため、記載を省略しております。

当中間連結会計期間（自平成16年4月1日　至平成16年9月30日）、前中間連結会計期間（自平
成15年4月1日　至平成15年9月30日）及び前連結会計年度（自平成15年4月1日　至平成16年3月
31日）において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため該当事
項はありません。
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②リース取引

 自 平成１６年４月 １ 日  自 平成１５年４月 １ 日  自 平成１５年４月 １ 日

 至 平成１６年９月３０日  至 平成１５年９月３０日  至 平成１６年３月３１日
1. 1. 1.

(1) (1) (1)

減価償却 減価償却 減価償却

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額 (2) 未経過リース料中間期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額

百万円 百万円 １年内 百万円

百万円 百万円 １年超 百万円

合  計 百万円 合  計 百万円 合  計 百万円

(3) (3) (3)

百万円 百万円 百万円

百万円 百万円 百万円

百万円 百万円 百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法

(5) 利息相当額の算定方法 (5) 利息相当額の算定方法 (5) 利息相当額の算定方法

2. オペレーティング・リース取引 2. オペレーティング・リース取引 2. オペレーティング・リース取引

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料

百万円 百万円 １年内 百万円

百万円 百万円 １年超 百万円

合  計 百万円 合  計 百万円 合  計 百万円

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引

リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び中間期末
残高相当額

リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び中間期末
残高相当額

リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び期末残高
相当額

前中間連結会計期間 前連結会計年度

相 当 額

百万円

取 得

価 額 累 計 額

相 当 額 相 当 額 相 当 額

中間期末

当中間連結会計期間

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引

相 当 額

累 計 額価 額

相 当 額

取 得

残　　高

有形固 定資
166そ の 他 267

百万円

相 当 額

百万円

相 当 額 相 当 額

百万円 百万円

18

0

百万円

99

有形固 定資
187 88そ の 他

合計 187

32１年内

１年超

支払利息相当額

減価償却費相当額

支払利息相当額

支 払 リ ー ス 料

減価償却費相当額

１年超

支 払 リ ー ス 料

取 得 中間期末

価 額 累 計 額 残　　高

67

100

１年超

支払リース料、減価償却費相当額
及び支払利息相当額

支払リース料、減価償却費相当額
及び支払利息相当額

リース期間を耐用年数とし、残存
価額を零とする定額法によってお
ります。

リース料総額とリース物件の取得
価額相当額との差額を利息相当額
とし、各期への配分方法について
は、利息法によっております。

― 0

―

１年内

170

100

54

116

25

26

合計 267

１年内

有形固 定資
261そ の 他

100 166

99

88

期 末

残　　高

95

合計 261 95

百万円百万円 百万円

166

0

0

同       左

― ―

同       左

１年内

１年超

― 0

1

50

同       左

48

同       左

2

支 払 リ ー ス 料

減価償却費相当額

支払利息相当額

19

166

支払リース料、減価償却費相当額
及び支払利息相当額

56

117

173
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③.有価証券
Ⅰ．当中間連結会計期間末 （平成16年9月30日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの  （単位：百万円、百万円未満切捨て）

（１）株式

（２）債券

国債・地方債等

社債

その他

（３）その他

（注） 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について6百万円減損

処理を行っております。

これは、当該株式の時価が取得原価に比べ50%以上下落し、かつ、時価の回復可能性が

ないため行なったものであります。

２．時価評価されていない主な有価証券の内容  （単位：百万円、百万円未満切捨て）

その他有価証券

非上場株式（店頭売買株式を除く）

Ⅱ．前中間連結会計期間末 （平成15年9月30日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの  （単位：百万円、百万円未満切捨て）

（１）株式

（２）債券

国債・地方債等

社債

その他

（３）その他

２．時価評価されていない主な有価証券の内容  （単位：百万円、百万円未満切捨て）

その他有価証券

非上場株式（店頭売買株式を除く） 423 

― 

― 

― 

合計

中間連結貸借対照表計上額

1,252 

― 

― 

― 

― 

1,070 

― 

― 

― 

差 額
中間連結貸借対照表
計 上 額

1,070 1,252 182 

合計

― 

取 得 原 価

― 

1,060 1,577 517 

中間連結貸借対照表計上額

423 

― 

― 

― ― ― 

― ― 

― 

― 

182 

― ― ― 

取 得 原 価
中間連結貸借対照表
計 上 額

差 額

1,060 1,577 517 
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Ⅲ．前連結会計年度末 （平成16年3月31日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの  （単位：百万円、百万円未満切捨て）

（１）株式

（２）債券

国債・地方債等

社債

その他

（３）その他

（注） 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について2百万円減損処理

を行っております。

これは、当該株式の時価が取得原価に比べ50%以上下落し、かつ、時価の回復可能性が

ないため行なったものであります。

２．時価評価されていない主な有価証券の内容  （単位：百万円、百万円未満切捨て）

その他有価証券

非上場株式（店頭売買株式を除く）

＜デリバティブ取引関係＞
当中間連結会計期間（自平成16年4月1日　至平成16年9月30日）、前中間連結会計期間（自平
成15年4月1日　至平成15年9月30日）及び前連結会計年度（自平成15年4月1日　至平成16年3月
31日）
当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

連結貸借対照表計上額

取 得 原 価 連結貸借対照表計上額

― ― 

― ― 

423 

差 額

― 

― 

1,065 1,743 678 

― ― ― 

― ― ― 

合 計 1,065 1,743 678 
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５.仕入及び販売の状況

（１）仕入実績

(単位：百万円、百万円未満切捨て）

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前 連 結 会 計 年 度

事業の種類別セグメントの名称 自　平成16年４月１日 自　平成15年４月１日 自　平成15年４月１日

至　平成16年９月30日 至　平成15年９月30日 至　平成16年３月31日

情 報 ・ 印 刷 ・ 産業 シス テム 機材 10,267 10,028 20,911

金 融 汎 用 ・ 選 挙 ｼ ｽ ﾃ ﾑ 機 材 2,177 1,499 3,891

紙 ・ 紙 加 工 品 3,545 3,683 7,551

そ の 他 0 0 0

合 計 15,990 15,211 32,355

(注)１．金額は仕入金額によっております。

     ２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

     ３．当中間連結会計期間から事業の種類別セグメントを変更したため、前中間連結会計期間及び前連結

　　　　会計年度は変更後の区分への組替をおこなっております。

（２）販売実績

(単位：百万円、百万円未満切捨て）

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前 連 結 会 計 年 度

事業の種類別セグメントの名称 自　平成16年４月１日 自　平成15年４月１日 自　平成15年４月１日

至　平成16年９月30日 至　平成15年９月30日 至　平成16年３月31日

情 報 ・ 印 刷 ・ 産業 シス テム 機材 13,264 13,003 27,149

金 融 汎 用 ・ 選 挙 ｼ ｽ ﾃ ﾑ 機 材 4,422 2,761 7,861

紙 ・ 紙 加 工 品 3,770 3,890 8,012

そ の 他 112 126 255

合 計 21,569 19,781 43,278

(注)１．金額は販売金額によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。

     ２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

     ３．当中間連結会計期間から事業の種類別セグメントを変更したため、前中間連結会計期間及び前連結

　　　　会計年度は変更後の区分への組替をおこなっております。
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平成 １７年３月期    個別中間財務諸表の概要

登録銘柄
本社所在都道府県 東京都

ＴＥＬ(03）3546－7710
中間配当制度の有無 有
単元株制度採用の有無 有(1単元500株）

１．１６年９月中間期の業績(平成16年4月1日～平成16年9月30日）
（１） 経営成績 (注)記載金額は､百万円未満を切り捨てて表示しております｡

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
( ) ( ) ( )
( ) ( ) ( )
( ) ( ) ( )

百万円 ％ 円 銭
( )
( )
( )

(注） ①期中平均株式数
②会計処理の方法の変更 無
③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は､対前年中間期増減率

（２） 配当状況
（注） １６年９月中間期配当金の内訳

特別配当 ２円00銭
円 銭 円 銭

（３）財政状態

百万円 百万円 ％ 円 銭

(注） ①期末発行済株式数
②期末自己株式数

２．１７年３月期の業績予想(平成16年4月1日～平成17年3月31日）

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭

(参考）1株当たり予想当期純利益(通期）

10
8

40,722

496

730
116

１ ６ 年 ９ 月 中 間 期

１ ６ 年 ３ 月 期

１ ６ 年 ９ 月 中 間 期

１ ５ 年 ９ 月 中 間 期

１ ６ 年 ３ 月 期

１ ６ 年 ３ 月 期

１ ５ 年 ９ 月 中 間 期

１ ６ 年 ９ 月 中 間 期

代 表 者 役 職 名 代 表 取 締 役 社 長
氏 名 小 林 厚 一

386.5
410.3

16年9月中間期 7,947,500株

１ 株 当 た り
中 間 配 当 金

１ 株 当 た り
年 間 配 当 金

00

（ 当 期 ） 純 利 益

196.1

280.5
73.5243

4962

332.8

7,949,400株

56.7

7,949,400株
600株

15年9月中間期 16 年 3 月 期
2,175

16,484 56.7
55.5

57
702,073

2,214
29,083
31,240

１ ６ 年 ９ 月 中 間 期

１ ５ 年 ９ 月 中 間 期

１ ６ 年 ３ 月 期

00

24

17,600

18

期 末

8 00

当 期 純 利 益

7,948,767株

92

氏 名

1,413

834
163

経 常 利 益

4.6

10.0
△ 1.7

20,528 927

645

68.7

通 期

31,050

売 上 高 経常利益

40,369 1,279

17,326

315.7

1株当たり株主資本株 主 資 本 株 主 資 本 比 率

00
00銭20円

総 資 産

（ＵＲＬ　http://www.musashinet.co.jp）

16年9月中間期

コ ー ド 番 号

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

決 算 取 締 役 会 開 催 日
中 間 配 当 支 払 開 始 日

羽 鳥 雅 孝

売 上 高 営 業 利 益

1,247
18,660１ ５ 年 ９ 月 中 間 期

平成16年11月24日
株 式 会 社 ム サ シ
7521

代 表 取 締 役 専 務 取 締 役

会 社 名

問い合わせ先 責任者役職名

7,949,400株

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づく予想であり、将来の業績に影響を与え
る不確実な要因が含まれております。従いまして、実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる可能性
があることをご承知おきください。なお、業績予想につきましては添付資料の６ページをご参照ください。

16 年 3 月 期15年9月中間期2,500株 600株

1株当たり年間配当金

81円 24銭

16年9月中間期

平成16年11月24日
平成16年12月13日

16年3月期15年9月中間期 7,949,400株

326.4

88
14 65

1 株 当 た り 中 間
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中 間 財 務 諸 表 等
（１）中間貸借対照表  （単位：百万円、百万円未満切捨て）

        期　　別

  科    目 構成比 構成比 構成比

% % %

Ⅰ．流  動  資  産

 1. 現 金 及 び 預 金 8,983 8,439 543 7,780

 2. 受 取 手 形 2,578 2,663 △ 84 2,392

 3. 売 掛 金 5,522 6,307 △ 784 5,413

 4. 商 品 1,745 1,586 159 1,826

 5. 繰 延 税 金 資 産 221 233 △ 12 174

 6. そ の 他 570 473 96 426

貸 倒 引 当 金 △ 25 △ 28 3 △ 24

  流  動  資  産  合  計 19,596 63.1 19,675 63.0 △ 78 17,989 61.9

Ⅱ．固  定  資  産

 1. 有 形 固 定 資 産 *1

(1) 建 物 784 806 △ 21 829

(2) 土 地 1,616 1,616 ― 1,616

(3) そ の 他 245 263 △ 18 203

計 2,645 2,686 △ 40 2,649

 2. 無 形 固 定 資 産

(1) ソ フ ト ウ ェ ア 366 415 △ 48 464

(2) そ の 他 36 36 ― 36

計 402 451 △ 48 500

 3. 投資その他の資産

(1) 投 資 有 価 証 券 1,983 2,151 △ 167 1,665

(2) 繰 延 税 金 資 産 190 136 54 337

(3) 差 入 保 証 金 4,463 4,373 90 4,286

(4) そ の 他 1,863 1,867 △ 4 1,769

貸 倒 引 当 金 △ 96 △ 102 6 △ 114

計 8,405 8,426 △ 21 7,944

固 定 資 産 合 計 11,453 36.9 11,564 37.0 △ 110 11,094 38.1

31,050 100.0 31,240 100.0 △ 189 29,083 100.0資 産 合 計

当中間会計期間末

（平成16年9月30日現在）

増減

（△は減）

金 額 金 額

（ 資  産  の  部 ）

金 額 金 額

前中間会計期間末

（平成15年9月30日現在）

前事業年度の
要約貸借対照表

（平成16年3月31日現在）
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 （単位：百万円、百万円未満切捨て）

        期　　別

  科    目 構成比 構成比 構成比

% % %

Ⅰ． 流 動 負 債

 1. 支 払 手 形 6,010 5,472 537 5,151

 2. 買 掛 金 3,967 4,728 △ 760 4,371

 3. 短 期 借 入 金 1,503 1,503 ― 1,503

 4. 未 払 法 人 税 等 411 506 △ 94 77

 5. 賞 与 引 当 金 352 362 △ 10 353

 6. そ の 他 *4 500 602 △ 101 380

流 動 負 債 合 計 12,745 41.0 13,175 42.2 △ 430 11,837 40.7

Ⅱ. 固 定 負 債

 1. 退 職 給 付 引 当 金 220 268 △ 48 310

 2. 役員退職慰労引当金 453 431 21 414

 3. そ の 他 31 38 △ 6 36

固 定 負 債 合 計 704 2.3 738 2.3 △ 33 761 2.6

負 債 合 計 13,450 43.3 13,913 44.5 △ 463 12,599 43.3

Ⅰ． 資 本 金 1,208 3.9 1,208 3.9 ― 1,208 4.1

Ⅱ． 資 本 剰 余 金

 1. 資 本 準 備 金 2,005 2,005 ― 2,005

資 本 剰 余 金 合 計 2,005 6.4 2,005 6.4 ― 2,005 6.9

Ⅲ． 利 益 剰 余 金

 1. 利 益 準 備 金 197 197 ― 197

 2. 任 意 積 立 金 12,000 11,800 200 11,800

 3. 中間（当期）未処分利益 1,887 1,715 172 1,164

利 益 剰 余 金 合 計 14,084 45.4 13,712 43.9 372 13,161 45.3

Ⅳ. その他有価証券評価差額金 304 1.0 400 1.3 △ 95 109 0.4

Ⅴ． 自 己 株 式 △ 2 △ 0.0 △ 0 △ 0.0 △ 2 △ 0 △ 0.0

資 本 合 計 17,600 56.7 17,326 55.5 274 16,484 56.7

31,050 100.0 31,240 100.0 △ 189 29,083 100.0

（△は減）

金 額

増減

負 債 ・ 資 本 合 計

（ 資  本  の  部 ）

金 額 金 額 金 額

（ 負  債  の  部 ）

当中間会計期間末

（平成16年9月30日現在）

前事業年度の
要約貸借対照表

（平成16年3月31日現在）

前中間会計期間末

（平成15年9月30日現在）
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（２）中間損益計算書
（単位：百万円、百万円未満切捨て）

          期　　別

  科    目 百分比 百分比 百分比

% % %

Ⅰ．売      上      高 20,528 100.0 18,660 100.0 1,867 40,722 100.0

Ⅱ．売   上    原   価 16,651 81.1 15,429 82.7 1,222 33,341 81.9

売 上 総 利 益 3,877 18.9 3,231 17.3 645 7,380 18.1

Ⅲ．販売費及び一般管理費 3,042 14.8 3,068 16.4 △ 25 6,132 15.1

営 業 利 益 834 4.1 163 0.9 671 1,247 3.1

Ⅳ．営  業  外  収  益 *1 117 0.6 111 0.6 6 221 0.5

Ⅴ．営  業  外  費  用 *2 24 0.1 31 0.2 △ 6 55 0.1

経 常 利 益 927 4.5 243 1.3 684 1,413 3.5

Ⅵ．特   別    利   益 *3 5 0.0 5 0.0 △ 0 7 0.0

Ⅶ．特   別    損   失 *4 10 0.1 32 0.2 △ 22 105 0.3

税 引 前 中 間
（ 当 期 ） 純 利 益

922 4.5 216 1.2 706 1,315 3.2

法人税、住民税及び事業税 402 2.0 79 0.4 323 622 1.5

法 人 税 等 調 整 額 23 0.1 21 0.1 2 △ 37 △ 0.1

中間（当期）純利益 496 2.4 116 0.6 380 730 1.8

前 期 繰 越 利 益 1,390 1,048 342 1,048

中 間 配 当 額 ― ― ― 63

中間(当期)未処分利益 1,887 1,164 722 1,715

当中間会計期間
前事業年度の
要約損益計算書

前中間会計期間

金 額 金 額 金 額

増減

(△は減）

金 額

自　平成16年４月１日

至　平成16年９月30日

自　平成15年４月１日

至　平成15年９月30日

自　平成15年４月１日

至　平成16年３月31日
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（中間財務諸表作成の基本となる重要な事項）

１．資産の評価基準及び評価方法

  (1)有価証券

     ①子会社株式及び関連会社株式･……移動平均法による原価法によっております。

     ②その他有価証券

　　　　時価のあるもの

　　　　　

　　　　時価のないもの

移動平均法による原価法によっております。

  (2)たな卸資産

商品…先入先出法による原価法によっております。

２．固定資産の減価償却の方法

　　　（1）有形固定資産

定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 15年～50年

構築物 7年～30年

器具備品 2年～15年

　　　（2）無形固定資産

３．引当金の計上基準

　　　（1）貸倒引当金

　　　（2）賞与引当金

従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

　　　（3）退職給付引当金

　　　（4）役員退職慰労引当金

         

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

５．リース取引の処理方法

６．その他中間財務諸表（財務諸表）作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に
ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

中間決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。（評価差額は全部資本直入法に
より処理し、売却原価は移動平均法により算定）

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお
ります。

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額
に基づき、当中間会計期間において発生していると認められる額を計上しております。

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上しておりま
す。

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を
採用しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理する
こととしております。

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と
して処理しております。
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（１株当たり配当金の内訳）

円 銭 円 銭 円 銭

特別配当 2 00 ― ― 4 00

（追加情報）
当中間会計期間から、実務対応報告第12号「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上
の表示についての実務上の取扱い」（企業会計基準委員会（平成16年2月13日））に基づき、法人事業
税の付加価値割及び資本割（15,280千円）については、｢販売費及び一般管理費」に計上しておりま
す。

当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度

（中間配当） （中間配当） （年間配当）
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（注記事項）

(中間貸借対照表関係）

*1.有形固定資産の減価償却累計額 *1.有形固定資産の減価償却累計額 *1.有形固定資産の減価償却累計額

百万円 百万円 百万円

2. 偶発債務 2. 偶発債務 2. 偶発債務

3. 受取手形割引高 3. 受取手形割引高 3. 受取手形割引高

百万円 百万円 百万円

*4.消費税等の取扱い *4.消費税等の取扱い *4.消費税等の取扱い

同        左 同        左

200

89

551銀行借入

武蔵ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱

㈱武蔵ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ

武蔵興産㈱

（単位：百万円）

備 考

銀行借入

銀行借入

300

85

被 保 証 先
保 証
金 額

481

100

当中間会計期間末

(平成16年9月30日現在)

前事業年度末

(平成16年3月31日現在)

2,589

関係会社の下記の債務に対し、保証
を行っております。

（単位：百万円）

2,590

関係会社の下記の債務に対し、保証
を行っております。

武蔵ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱

㈱武蔵ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ

被 保 証 先
保 証
金 額

㈱ﾑｻｼ･ﾕﾆｼｽﾃﾑ

武蔵興産㈱

備 考

銀行借入

銀行借入

銀行借入

2,475

未払消費税等は流動負債の「その
他」に含めて表示しております。

2,474

前中間会計期間末

(平成15年9月30日現在)

2,577

関係会社の下記の債務に対し、保証
を行っております。

（単位：百万円）

被 保 証 先
保 証
金 額

備 考

645 銀行借入

300 銀行借入

㈱国際ﾏｲｸﾛﾌｫﾄ研究所 140 銀行借入㈱国際ﾏｲｸﾛﾌｫﾄ研究所 150 銀行借入

銀行借入銀行借入 ㈱ﾑｻｼ･ﾕﾆｼｽﾃﾑ 100

㈱国際ﾏｲｸﾛﾌｫﾄ研究所 150 銀行借入

武蔵ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱

㈱武蔵ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ

武蔵興産㈱

㈱ﾑｻｼ･ﾕﾆｼｽﾃﾑ

銀行借入

98 銀行借入

2,474

200
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（中間損益計算書関係）

*1.営業外収益のうち主要なもの *1.営業外収益のうち主要なもの *1.営業外収益のうち主要なもの

受取利息 百万円 受取利息 百万円 受取利息 百万円

受取配当金 百万円 受取配当金 百万円 受取配当金 百万円

受取家賃 百万円 受取家賃 百万円 受取家賃 百万円

*2.営業外費用のうち主要なもの *2.営業外費用のうち主要なもの *2.営業外費用のうち主要なもの

支払利息 百万円 支払利息 百万円 支払利息 百万円

手形売却損 百万円 手形売却損 百万円 手形売却損 百万円

*3.特別利益のうち主要なもの *3.特別利益のうち主要なもの *3.特別利益のうち主要なもの
投資有価証券売却益 百万円 投資有価証券売却益 百万円 投資有価証券売却益 百万円

貸倒引当金戻入額 百万円

*4.特別損失のうち主要なもの *4.特別損失のうち主要なもの *4.特別損失のうち主要なもの

固定資産除却損 百万円 固定資産除却損 百万円 百万円

投資有価証券評価損 百万円 投資有価証券売却損 百万円 百万円

百万円

5. 減価償却実施額 5. 減価償却実施額 5. 減価償却実施額

有形固定資産 百万円 有形固定資産 百万円 有形固定資産 百万円

無形固定資産 百万円 無形固定資産 百万円 無形固定資産 百万円

投資有価証券売却損 27

貸倒引当金繰入額 33

商品処分損

127

121

56

62

54

60

4

5

276

4 26

19

68

2

6

29

35

24 19

93

2

14 14

99

前中間会計期間

45

33

13

46

至　平成１５年９月３０日

自　平成１５年４月 １ 日自　平成１6年４月 １ 日

至　平成１6年９月３０日 至　平成１6年３月３１日

自　平成１5年４月 １ 日

当中間会計期間 前事業年度
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（リース取引関係）

 自 平成１６年４月 １ 日  自 平成１５年４月 １ 日  自 平成１５年４月 １ 日

 至 平成１６年９月３０日  至 平成１５年９月３０日  至 平成１６年３月３１日
1. 1. 1.

(1) (1) (1)

減価償却 減価償却 減価償却

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額 (2) 未経過リース料中間期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額

百万円 百万円 １年内 百万円

百万円 百万円 １年超 百万円

合  計 百万円 合  計 百万円 合  計 百万円

(3) (3) (3)

百万円 百万円 百万円

百万円 百万円 百万円

百万円 百万円 百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法

(5) 利息相当額の算定方法 (5) 利息相当額の算定方法 (5) 利息相当額の算定方法

2. オペレーティング・リース取引 2. オペレーティング・リース取引 2. オペレーティング・リース取引

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料

百万円 百万円 １年内 百万円

百万円 百万円 １年超 百万円

合  計 百万円 合  計 百万円 合  計 百万円― 2

148

支払リース料、減価償却費相当額
及び支払利息相当額

82

67

150

1

111

107

同       左

3

3

3

同       左

― ―

期 末

残　　高

278

合計 427 278

百万円百万円 百万円

148
有形固 定資

427そ の 他

248 129

168

１年内

144

248

69

75 77

171

１年超

支払リース料、減価償却費相当額
及び支払利息相当額

支払リース料、減価償却費相当額
及び支払利息相当額

リース期間を耐用年数とし残存価
額を零とする定額法によっており
ます。

リース料総額とリース物件の取得
価額相当額との差額を利息相当額
とし、各期への配分方法について
は、利息法によっております。

― 2

―

48

49

取 得 中間期末

価 額 累 計 額 残　　高

93１年内

１年超

支払利息相当額

減価償却費相当額

支払利息相当額

支 払 リ ー ス 料

減価償却費相当額

合計

１年超

378

支 払 リ ー ス 料

１年内

支 払 リ ー ス 料

減価償却費相当額

支払利息相当額

56

53

1

百万円

168

有形固 定資
425 257そ の 他

合計 425 257

百万円

相 当 額

百万円

相 当 額 相 当 額

百万円 百万円
有形固 定資

129そ の 他 378

中間期末

当中間会計期間

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引

相 当 額

累 計 額価 額

相 当 額

取 得

残　　高

前中間会計期間 前事業年度

相 当 額

百万円

取 得

価 額 累 計 額

相 当 額 相 当 額 相 当 額

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引

リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び中間期末
残高相当額

リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び中間期末
残高相当額

リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び期末残高
相当額

同       左

同       左

１年内

１年超
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（有価証券）

当中間会計期間、前中間会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時
価のあるものはありません。
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